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旅館業法の遵守に関するフォローアップ調査について（依頼） 

 

 

旅館業法の遵守については、平成30年５月７日付け事務連絡「旅館業法の遵守に関する

フォローアップ調査及び旅館業法施行令改正に伴う許可申請状況調査について（依頼）」

等により、平成29年度末までの状況を情報提供いただいているところです。 

今般、平成30年度末までの状況を把握する必要があるため、別添の調査票を平成31年５

月31日（金）までに提出をお願い申し上げます。今年度の調査票は昨年度の調査票から一

部変更しておりますので、ご留意下さい。 

なお、昨年度までお伺いしておりました旅館業法施行令改正後の簡易宿所の許可申請状

況調査については、平成31年１月10日付け事務連絡「旅館業法上の許可物件の報告依頼」

等により、簡易宿所の許可状況について別途御報告いただいていることから、今年度から

はお伺いしない予定です。 

 

YCHMH
テキスト ボックス
資料１



（別添）

（ 件）

ア　インターネットによる紹介サイトを利用しているもの （ 件）

イ　インターネットによる紹介サイトを利用していないもの （ 件）

ウ　不明 （ 件）

合計 -         件

ア　保健所による巡回指導等（インターネット掲載情報の調査等を含む。）（ 件）

イ　近隣住民・宿泊者等からの通報 （ 件）

ウ　警察・消防等の関係機関からの連絡 （ 件）

エ　マンション等の管理会社等からの連絡 （ 件）

オ　その他 （ 件）

（内訳）

（ 件）

（ 件）

（ 件）

合計 -         件

（ 件）

②　①のうち、仲介事業者のインターネットサイト等への掲載状況について、次のア～ウの項目ご
　とに件数を記載してください。

旅館業法遵守に関するフォローアップ調査表

④　①のうち、営業許可等を受けた件数を記載してください。

③　①について、どのように把握したのかを次のア～オの項目ごとに件数を記載してください。
　　なお、「オ」については、具体的な内容と件数を記載してください。

問１　平成30年４月１日～平成31年３月末までの間における、旅館業の営業許可等（住宅宿泊事業の届出
を含む。以下同じ。）を受けずに宿泊サービスを提供している事例の把握及び指導状況等についてお答え
ください。(平成30年３月以前に把握し、指導継続中の案件は除きます。)

①　旅館業の営業許可等を受けずに営業を行っていた事例（その疑いがある事例を含む。）として把握し
た件数を記載してください。
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ア　営業を取りやめた （ 件）

イ　現在も継続して指導を行っている （ 件）

　　（うち、営業許可等に向けた指導を行っているもの） （ 件))

ウ　調査中（営業者と連絡が取れないもの等） （ 件）

エ　その他 （ 件）
（内訳）

（ 件）

（ 件）

（ 件）

④と⑤の合計 -         件

家主在住 　件

家主不在 　件

不　　明 　件

計 0 　件

家主在住 　件

家主不在 　件

不　　明 　件

計 0 　件

不　　明 　件

計 0 　件

家主在住 　件

家主不在 　件

不　　明 　件

計 0 　件

家主在住 　件

家主不在 　件

不　　明 　件

計 0 　件

不　　明 　件

計 0 　件

　件

0 　件

⑥　①について、次の類型別の件数を記載してください。

⑤　①のうち、営業許可等を受けていないものについて、次のア～エの項目ごとに件数を記載してくださ
い。なお、「エ」については、具体的な内容と件数を記載してください。

そ　の　他

合　　　　　　　計

共同住宅

賃　　貸

自己所有

賃　　貸

戸建て

自己所有
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②　①のうち、事業者との接触の有無について、可能な範囲で記載して下さい。

ア　事業者と接触し、指導中のもの　（　　　　件）

イ　事業者との接触を試みているが連絡が取れないもの　（　　　　件）

（　　　　　　件）

③ ②「ウその他」のうち、下記に該当するものがある場合は○をつけて下さい（複数選択可）。
　　「エその他」を選択した場合は、可能な範囲で構いませんので具体例の記載をお願いいたします。

ア 適法な旅館業営業者としての手続済み（旅館業営業許可取得、住宅宿泊事業法の届出又は特区民泊認定取得等）

イ 旅館業の営業中止・廃業済み

ウ 旅館業に該当しないことが判明した

エ その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

ウ　その他　（　　　　件）

問２
①　平成31年３月末時点で、旅館業法の営業許可を受けずに宿泊サービスを提供している事例（その疑い
がある事例も含む。）について、平成30年６月以前に把握し指導継続中の案件も含めた件数を記載して下
さい。
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